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はじめに

　私からは地方創生の経済的なアプローチと
いうことで話をさせていただく。「経済的な
視点での地方創生の進め方」ということで、
構成としては、 5章構成になっている。
　最初に、ILO産業分析の基本的な考え方と
いうことで、地方創生をどうやって経済的に
支援していくのかという基本となった大きな
枠組みについて説明する。
　次に、この分析は北海道の北洋銀行の皆さ
まとご一緒にさせていただいたものであり、
ILO産業分析を適用した地域は基本的に北海
道内でご賛同いただいた市町村になる。本日
は、まず全体感を持っていただくために北海
道の話をし、その次に北海道の中心都市であ
る札幌市の話をする。それから、札幌市だけ
だと特殊な事例だと思われるかもしれないの
で、地方都市ということで滝川市の話をさせ

ていただく。
　最後に、地方創生のプロデュース例という
ことで、どういうことをやってきたのかをお
話しさせていただきたいと思う。

1.　ILO産業分析の基本的な考え方

　ILO産業分析の基本的な考え方である。資
料 4頁をご覧いただきたい。私は、2015年に
第 1期の地方版総合戦略を作る時期に「まち・
ひと・しごと創生本部」に呼ばれ、委員と
して手伝ってほしいと頼まれたことがある。
RESAS という地域経済分析システムのデー
タベースをよりよく、使いやすくするために
呼ばれて仕事をしていたが、その過程におい
て、まち・ひと・しごと創生本部の方々とは
いろいろな形でディスカッションする機会が
あった。そのときに話を聞いていた中では、
結局、経済成長なくして地方創生はあり得な
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いだろうとのことであった。それでは、経済
成長とは一体何なのかといったときに、それ
は地域における付加価値力の向上だという極
めてシンプル、ストレートな議論であった。
　そういうディスカッションに参加していた
私は、地方創生について北海道で実際に進め
るにあたってまず何をやったかというと、付
加価値を分解してファクターごとに分けてみ
たらどうかということである。当然ながら働
き手の数が非常に重要になってくる。それか
ら、働き手一人当たりの付加価値がどれくら
いなのかも重要で、この掛け算で考えていっ
たらどうだろうかと考えた。しかしながら、
当然、産業ごとに働き手一人当たりの付加価
値の創出量も違うので、産業ごと、業種ごと
に分けて積算をすることにしようと、シンプ
ルに考えてみた次第である。
　そこで、次に何をやったかというと、資料
5頁をご覧いただきたい。これはほとんど釈
迦に説法だが、付加価値とは一体何かという
と、売上から外部に支払っている費用を引い
たものになる。売上とは一体何なのかと思
うと、市場規模×市場におけるシェアにな
る。さらに工夫を凝らしたのは、市場規模と
は一体何なのかということである。市場規模
は、お客さんの数と、一人のお客さんがどれ
くらい使ってくれるかということに分解でき
るが、ここで凝らした工夫としては、人口減
少が進んでいく地域において、どうやってお
客さんをカウントしていくかということであ
る。
　そこから Inbound、Local、Outbound、ILO
という頭文字が出てくるわけだが、分かりや
すいのは Local 型である。その地域に住んで
いる方々、そういうお客さんを対象にしてい
るビジネスがある。これはその地域内の人口

減少が、直接的に市場規模を減らしていく
ような産業である。逆に、域内の人口減少
と関係ないようなビジネスもある。一つは
Inbound 型だが、これは外国人の Inbound
に限らず、自治体の外から来訪して消費して
くれるようなビジネスがある。もう一つは
Outbound だが、生産活動自体はその自治体
で行うが、お客さんが外にいるという産業も
ある。ILOに分けることにより、その地域の
経済構造を分析していこうという手法を編み
出した次第である。
　資料 6頁では、ILO がどういう産業なの
か、確認のために少しお示ししたいと思う。
Inbound は宿泊業になる。
　Local 型の産業は何かというと建設工事が
該当する。大手ゼネコンだと世界中でビジネ
スをやっているので、必ずしも Local ではな
いという意見はあるかと思うが、大半の建設
会社はLocalな案件をやっている。それから、
飲食娯楽もそうである。飲食業も基本的には
そこに住んでいる方に対して料理・サービス
を提供するものである。医療福祉介護も当
然 Local である。金融保険についても銀行の
支店の仕事を考えると、基本的には店周のお
客さまに対するサービスなので、ここに入れ
た。以下、不動産、電気ガス水道、小売、地
域交通ということでタクシーやバス会社、こ
ういったものを Local という形で扱うことに
した。
　Outbound は何かというと、一つは農林水
産業である。地産地消という言葉があるが、
現実には、農作物であっても高い値段を付け
てくれる消費地を求めており、国内なら東京、
海外はシンガポールや香港などといったとこ
ろまで販路を拡大している。それから、製造
業、鉱業、卸売業、無店舗小売り、情報通信
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がある。そのほか、広域交通ということで鉄
道、航空、水運などをOutbound 型と位置付
けている。
　せっかく Inbound、Local、Outbound と定
義をここで作ったので、地方の説明をする前
に、まず全国はどうなっているかを説明す
る。資料 7頁は、従業者の推移を1981年から
40年間ぐらいにわたって集計したものであ
る。人口減少とあまり関係のないOutbound
型や Inbound 型の従業者が増えていること
を期待して、こういうものを作ってみるわけ
だが、現実はどうかというと、残念ながら
Outbound 型も Inbound 型も90年代から減少
に転じてきている。
　比較的、従業者が増えているのが Local 型
で、2010年ぐらいまでずっと伸び続けていて、
その後も大きく減少していないという状況で
ある。Local 型の場合は、皆さんが稼いだお
金を皆さん自身やご家族のために使うような
産業なので、その意味では豊かになった証し
として従業者の数も増えたと言えるが、人口
減少ということを考えてみると結構厳しい。
そういう産業構造になってしまったというこ
とである。
　もう一つ、最初にフレームワークというこ
とでお見せした掛け算であったように、一人
当たりの付加価値はどうかということで、資
料 8頁では、産業連関表を用いて分析してい
る。2005年、2011年、2015年とあるが、いず
れの年においてもOutbound 型が一人当たり
の付加価値額が一番大きい。つまり、雇用を
増やせるならば、Outbound 型から増やして
いったほうが良いということである。
　続いて Local 型が 2 番目だが、Local 型は
地場の人口が増えない限り、いかんともしが
たい産業だと申し上げた。

　最後は Inbound 型で、Inbound 型は地場
の人口減少があったとしても、マーケティン
グ戦略などで外訪者が増えてくれば伸ばして
いくことができる領域ではあるが、一人当た
りの付加価値額が非常に低い。したがって、
Inbound 型は、確かに人口減少化の中では抵
抗力はあるので、今のビジネスモデルを業務
革新したうえで、雇用を増やしていくという
位置付けかと思う。
　資料 9 頁は、Inbound、Local、Outbound
の内訳を少し細かく見せたものだが、基本的
にはOutbound 型が一番高く、次に Local 型、
最後に Inbound 型という傾向がずっと続く
と思う。例外的に、Outbound 型だと農林水
産が低く、Local だと電気ガス水道が高くな
るという実態がある。
　どちらかというと、Outbound 型を中心に
経済支援を行うという流れになるが、Local
型についても言及しておきたい。Local 型は
人口連動だと申し上げたが、資料10頁の四つ
の図は、いずれも縦軸は Local 型産業の従業
者数を入れている。全国の市すべてを 1個 1
個の点で表している。どの図も基本的には
Local 型産業の従業者が人口連動になってい
ることを示している。例えば右上の図を見て
いただくと、方程式の真ん中に「＋0.3115x」
と書いてあるが、これは総人口のおよそ 3割
が Local 型産業の従業者になることを示唆し
ている。ただ、若干人口規模が大きい都市の
ほうが、Local 型産業でも従業者数が人口以
上に多くなる傾向があることも示唆されてい
る。
　資料11頁をご覧いただきたい。実は Local
型産業は後追いのビジネスでも良いというこ
とである。というのは、例えばOutbound 型、
Inbound 型産業で、経済政策などがうまくい
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って100人の従業者が増えたとすると、人口
はだいたい従業者の 2倍なので200人増える
ことになる。新しい200人の人口増は、Local
型のお客さんになり、増加人口の 3割にあた
る Local 型産業の従業者を生み出すことにな
るので、60人の Local 型産業の従業者の雇用
を生み、その60人は家族を伴って120人にな
る。
　この循環でいくと、最初100人増やした従
業者数は、人口換算で500人と、 5倍ぐらい
に増えていく。それから、従業者数も250人
になる。なおかつ、Outbound 型、Inbound
型の従業者は100人だが、Local 型産業は150
人ということになるので、Local 型は漁夫の
利を取れるような産業だということである。
したがって、経済政策を考えるのであれば、
まずはOutbound 型、Inbound 型を中心に推
進していくべきではないかということであ
る。
　資料12頁をご覧いただきたい。経済力が豊
かな都市のほうが、実は社会移動がポジティ
ブに働いている。47都道府県の県庁所在地を
プロットしているが、横軸に人口当たりの法
人住民税を取って、縦軸に社会移動を取って
みると、このような感じになった。例外的な
都市として京都、神戸、横浜があるが、隣に
大阪、東京があり、住むのは前者で働くのは
後者というように、比較的簡単に説明がつく
ような例外かと思う。
　資料13頁をご覧いただきたい。こういった
ことを前提に、産業区分別の成長戦略、経済
施策を考えていくと、まずは①にあるように、
Outbound 型で強い産業・業種、あるいは会
社があれば、そこで垂直統合を図っていく。
次に②にあるように、Outbound 型の広域展
開で、強い業種・企業があれば広域展開する

のを手伝ってあげる。そういうOutbound 型
の産業がなければ、③にあるように、外地企
業の工場などの誘致をする。④は外需呼び
込みということで Inbound 型の戦略になる。
まずOutbound 型、Inbound 型が先行するこ
とになる。
　Local 型はどうするのかということだが、
大きな見方をすると、優先順位は下げてい
くべきだが、そうは言ってもきらりと光る
Local 型の産業、あるいは業種・企業があれ
ば、そこをレバレッジしていけばどうであろ
うか。飲食や医療であっても Local 型産業の
Inbound 化ということで、そういったことは
できるのではないか。ミシュランの三ツ星は、
タイヤメーカーであったミシュランが、ドラ
イブの最終目的地に値するような料理やサー
ビスを提供してくれるレストランを三ツ星レ
ストランにしたものであり、Inbound 化でき
るようなところを指している。
　逆に Local 型産業のOutbound 化というこ
とで、外地にビジネスモデルを持っていく。
典型的には外食のチェーン展開みたいなもの
がある。こういう可能性を追求してみたらど
うかということである。

2.　北 海 道

　北海道に当てはめたケースについて説明し
たい。
　資料16頁をご覧いただきたい。北海道の付
加価値額はどうであったのかというと、基本
的には全国とそれほど大きな乖離はないが、
ここしばらくは全国に後れを取っているよう
な状況にある。
　資料17頁をご覧いただきたい。産業構造は
どうなっているのかということで、Inbound、
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Local、Outbound で分けていくと、北海道は
Outbound 型の割合が全国に比べて低い。産
業構造上、人口減少が起きると脆弱な構造に
北海道はあるということになろうかと思う。
　資料18頁をご覧いただきたい。従業者数は
どうなのかと見ていくと、先ほど説明した全
国と概ね同じである。ただ、Local 型産業の
従業者自体も、90年代半ばから減少に転じて
おり、いずれの産業も従業者が減っているこ
とを考えると、全国に比べて北海道の経済構
造はさらに厳しいという構造にあるのではな
いか。
　資料19頁をご覧いただきたい。一人当たり
の付加価値額を計算してみると、Outbound
型は若干全国平均よりも高い。Local 型はほ
ぼ一緒である。一番驚いたのは Inbound 型
が低いという実態である。北海道というと、
いかにも観光なので、Inbound 型が強くても
おかしくなさそうな感じがするが、実際には
低い。
　なぜ低いのかということを見ていくため
に、資料20頁をご覧いただきたい。観光なの
で沖縄県とベンチマークするのが良いと思っ
て比較したものだが、北海道の場合は圧倒的
にビジネスホテルが多い。一方、沖縄県の場
合はリゾートホテルが多い。そもそも宿泊の
延べ利用客室数が全然違っていた。なおかつ
北海道では旅館が多いが、旅館のカテゴリー
には、いわゆる高級旅館から駅前旅館まで含
まれている。北海道は公共工事が非常に多く、
その工事に携わる方々が実は駅前旅館を活用
されているという実態があり、付加価値の取
り方が随分劣っているように見える。
　しかも、資料21頁にあるように、客室の稼
働率を見てみると、ビジネスホテル、シティ
ホテルはあまり変わらないが、リゾートホテ

ルは、沖縄県が圧倒的に高い水準で推移をし
ている。実際に沖縄県の外郭団体に行って、
どんなことをされているかいろいろと教えて
いただいたのだが、外国人の Inbound につ
いても国ごとにマーケティングを分けてい
る。それから、国内外から修学旅行者を集め
ている。修学旅行は春秋が多いと思うが、オ
フピーク期を埋めるようなことを実際やって
いるし、冬も修学旅行が多いというのは沖縄
県の特徴である。また、リゾートウエディン
グや、いわゆるMICE ということで国際会
議や研修などをやっている。この辺りの取り
組みも、北海道では遅れていると見受けてい
る。

３.　札 幌 市

　次に、札幌市について見てみたい。
　資料23頁は、基本的に付加価値がどうやっ
て出てくるのか、2012年～2016年の伸びを分
解して見たものである。見てのとおり、札幌
市の伸びは北海道の伸びよりも低い。福岡市
の伸びが福岡県の伸びよりも大きく、福岡経
済の発展を福岡市が牽引しているのと比べる
と、随分違うということであった。
　要因分解していくと、福岡市は圧倒的に生
産性向上で頑張っているということである。
札幌市は人口が増えたにもかかわらず、残念
ながら生産性もそんなに改善していない。
　資料24頁をご覧いただきたい。札幌市と福
岡市をベンチマークして見ると、札幌市の
Local 型産業は非常に多いということで、ま
だ札幌は人口が増えているが、これからの人
口減少がどうなっていくのかを考えると、厳
しいところがあると思われる。
　一人当たりの付加価値額を計算したもの
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が、資料25頁である。傾向として Local 型
は札幌市のほうが高いが、Outbound 型、
Inbound 型は、人口とは関係ないところで劣
後しているということで、重たい課題がある
と思う。
　資料26頁をご覧いただきたい。Outbound
型が劣後しているところで、札幌市の
Outbound 型、なかでも製造業はどのように
なっているのか。製造業の付加価値の内訳を
見てみると、44％が食料品であった。
　資料27頁をご覧いただきたい。食料品の付
加価値額がどうであったかを見ていきたい。
政令指定都市について、横軸に従業者数、縦
軸に一人当たりの付加価値額をとったもので
ある。京都市の付加価値が高いのは京都とい
うブランドがあり、価格設定で優位に立てる
からではないかと思うが、政令指定都市の中
で最低の水準に札幌市がある。この辺りはも
う少し改善できるのではないかということ
で、札幌市や北大と北洋銀行が協力して、お
土産品の開発などのプロデュース活動を進め
た。
　札幌市は Local 型についても、一人当たり
の Local 型の付加価値はそれなりに高かっ
た。ただ、結構大きな問題があり、資料28頁
では、2004年と2014年の数字を比較している。
一番上の行が、札幌市民がいくらお金を使っ
ているか、小売で消費しているかということ
で、2004年と2014年を比べてみると1,800億
円ぐらい増えている。しかし、他の地域から
来て買ってくれる人の部分が随分減ってしま
い、結果として札幌市内の小売店の売上も減
ってしまったという構造にある。大きな地域
で見たときに、他市町村から札幌に買い物に
来てくれるだけの魅力がなくなりつつある。
　資料29頁は、札幌市と福岡市を比較対照し

たものになる。ご覧のように、福岡市はいろ
いろなところにエンターテインメント系の商
業施設があり、楽しめるということである。
札幌市の場合は、残念ながらそれほどなく、
基本的には札幌駅、大通駅、すすきの駅の南
北 2キロのラインに集中してしまっている。

４.　地方都市～滝川市

　続いて、滝川市について説明する。
　資料31頁をご覧いただきたい。地方都市に
なると、政令指定都市のように産業連関表や
市内総生産額の計算がきちんとできているよ
うなところが、だんだんと少なくなってくる。
私たちがやったのは、法人住民税の税割部分
を付加価値額の代替指標に使ってみたらどう
だろうかということである。ちょうど2015年
当時は、ピケティの『21世紀の資本』が大ヒ
ットしていた時でもあった。また、私自身も、
さかのぼること12年前には大阪府の特別参与
としての仕事をしていたが、そのときも中小
企業政策の中で法人事業税などの税務データ
を活用した分析をして、有益な示唆を得られ
ていたので、付加価値額の代わりに市町村民
税法人分・税割を使おうと考えた。これであ
れば毎年アップデートされるし、リアルタイ
ムの状況が分かるところで話を始めたのであ
る。
　資料32頁をご覧いただきたい。実際、現時
点までで税務データを分析した市町村は、北
海道ではこういう形で、全部で11市町村にな
る。
　資料33頁をご覧いただきたい。本日説明さ
せていただく滝川市が、どのような産業構造
になっているのかということで、最初のフレ
ームワークに戻り、横軸に従業者、働き手の
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数、縦軸に従業者当たりの付加価値額の代替
指標として法人市民税を取って分布を見てみ
た。
　当然、縦軸の高いところが、雇用が増えた
ら良いと思われるところだが、一番高いのは
金融保険である。紫色にマークしているのは
Local 型産業であるが、先にお話ししたよう
に Local 型産業だけを取り上げて議論するの
は難しいので飛ばし、その次は製造業、卸売
業という形になる。
　また、面白かったのは、小売業は他の地域
だと縦軸がこんなに高くならないのだが、滝
川市の場合は小売業が結構高いところにあ
り、なおかつ従業者数が多い。もしかすると
滝川市の場合は、Local 型産業だと言いなが
らも、小売業が地域の強みになるのではない
か。後ほど説明するが、実は滝川市の場合は、
小売業といっても Inbound 化されているよ
うな小売業であった。
　資料34頁をご覧いただきたい。見方として
は、上段が生鮮食料品で、縦軸にどこに住ん
でいるか、横軸に、その人たちが生鮮食料品
をどこで買っているのかをとっている。濃い
網掛け部分が最もシェアが高いところで、次
に濃い網掛け部分が10％以上のシェアのとこ
ろである。
　生鮮食料品については、1991年調査では最
大シェアが対角線上なので、それぞれの方々
が住んでいるところで買っていた。ところ
が、2009年になってくると、そういう構造が
壊れてきて、滝川市に来るか、砂川市で買う
かであった。つまり、滝川市の場合は小売業
が Inbound 化しているということである。
　下段は高級衣料について記載しているが、
1991年の時点で既に衣料品について周辺の
方々は滝川市で買っているということで、

Inbound 化されていたことがはっきりしてい
る。したがって、小売業をどうやってテコに
していくかということが地方創生戦略の基軸
であることになった。
　資料35頁をご覧いただきたい。もう一つ強
みがあるのは何かというと、実は高校がたく
さんあり、若い人たちが集まってくるところ
であった。しかしながら、問題としては、高
校はあるものの、そこを卒業した人たちは、
いざ働こうとすると外に行ってしまうことで
ある。
　資料36頁をご覧いただきたい。特に工業高
校の場合、 8割弱の方が就職するが、42人が
就職して、滝川市に就職した人は 5人である。
それ以外の37人は他の地域に行くわけだが、
空知管内という滝川市周辺を合わせた地域で
みても半分に満たない。こういう若い人が外
に行ってしまうような実態に対してどうやっ
ていこうかという議論を、滝川市の方々とし
てきた。
　資料37頁をご覧いただきたい。この辺りは
どのようになっているかというと、住んでい
る場所が滝川市であっても、働いているとこ
ろは違う方々も結構たくさんいらっしゃる。
この表は縦方向に足し算をすると100％にな
るが、滝川市から他の市町村に行って働くよ
うな方々が結構多い。砂川市で働いている方
の18.5％は滝川市から来ている。赤平市で働
いている方も15.7％が滝川市から来ている。
　近隣の市に働くところがあるのではないか
と実際に調べていくと、確かに近隣の市町村
には「へえ」と思うような会社があり、広域
連携を経済政策でやるべきではないかという
のが、ここで見えてきた結論である。資料38
頁のとおり、近隣の市町村ではOutbound 型
産業が非常に多い。
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　資料39頁をご覧いただきたい。一つの自
治体で完結するのではなく、複数の自治体
をまたいで広域でやっていくことをテーマ
にして、最終的な議論としては、滝川市の
人口増を、中空知地区の製造業を中心とし
たOutbound 型産業を支援することにつなげ
て、滝川市 1カ所では解決しなくても、近隣
を含めて解決したらどうだろうかという話を
した。実際に複数の自治体の方々との広域連
携ということで、高校生向けの就職セミナー
などを実施するような活動を北洋銀行のリー
ダーシップの下で行ってきた。

５.　地方創生のプロデュース例

　資料41頁をご覧いただきたい。このほかに
もいろいろな活動を ILO 産業分析の中でし
ているので紹介したい。
　札幌市については、先ほど申し上げたよう
に、お土産物の開発を行った。中空知では、
高校生向けの就活である。それから、「サザ
ン北海道」とネーミングをしているが、登別
市・室蘭市・伊達市である。登別市は連泊が
ほとんどされない観光地であるが、どうやっ
て連泊させるかが課題で、室蘭市・伊達市と
の連携を模索した。岩見沢市や網走市は農業
関係であるが競争力のある農作物を起点にし
た 6次化でビジネスマッチングなどを含めて
議論をさせていただいた。

（おおご・なおき）
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【コメントと回答】

（コメント）戸村肇氏
　大庫さんの報告
に対しコメントを
させていただく早
稲田大学の戸村で
ある。本日はこの
ような機会をいた
だき、大変感謝す
る。
　まず、大庫さん
が開発された ILO 産業分析について感想を
述べたい。資料 2頁をご覧いただきたい。大
変感銘を受けた。顧客所在による産業区分と
いうもので、統一的な枠組みで地域のデータ
を比較すると、これだけはっきりと差が出て
いて、もっとすばらしいのはアクションにつ
ながるということである。各地域で育成もし
くは改善したほうがよい産業がはっきり出て
くる。
　その例として、本日は札幌市と滝川市の例
をお話しいただいたと思うが、この点などは
私が学術研究をしていて、なかなかアクショ
ンにつながる研究ができていないと思うとこ
ろが多く、大変勉強になった。
　本日は議論を深める意味で、二つの質問を
大庫さんにさせていただきたいと思う。資料
3頁をご覧いただきたい。育成すべき産業に
労働力をどう分配していくのがよいのかとい
うのが一つ目の質問であり、金融機関の役割
についてご意見を伺いたいというのが二つ目
の質問になる。
　なぜ、このような質問をするかという背景
について説明するために、滝川市と札幌市に
ついて私なりの説明をしたい。

　資料 4 頁は、滝川市の従業員数の産業
別の分布で、Outbound 型の雇用が少なく
Inbound・Local 型の雇用が多いという印象
を持った。この辺りは大庫さんからも、中核
市としての滝川市の性格という意味で話があ
った点だと思う。周辺自治体を含めた中空知
地区全体を見ても、資料 5頁のとおり、建設
と医療福祉が多いという印象を持った。
　資料 6頁をご覧いただきたい。北海道なの
で、どうしても観光客というイメージがある
ので、そちらはいかがかと思ったが、なかな
か宿泊してくれない。登別の話があったが、
この地域も似たような課題を抱えているので
はないかと思った。
　資料 7頁をご覧いただきたい。大庫さんの
分析だと、製造業にチャンスがあるのではな
いかとのことであり、もう一つ、小売りも付
加価値率が高いので育成できると良いという
話があったので、そこは大変勉強になった。
　これらの産業を育成することを考えたとき
に、日本全体の特徴としては、どうしても高
齢者がたくさんいて、高齢者に対して日本は
社会保障がしっかりしているという長所があ
るので、公的なキャッシュフローが流れてく
ると、どうしても高齢者を含む居住者を支え
ること自体が地域の主産業になりがちであ
る。そうすると、製造業や外向けの小売業で
あるような、育成すべき産業に労働力を分配
するのが難しいのではないかと思った次第で
ある。
　大庫さんに伺いたいのは、高齢化という日
本特有の問題の下で、産業育成のための労働
力分配には何が必要なのか。例えば最近は副
業とか、あるいは本日ご列席の柳川先生も提
唱されているが、定年の年齢を低くしたほう
が良いのではないかという話があり、そうい
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う外からのプッシュが必要なのか。あるいは
市場に任せておけばよいのか。各地域の自治
体が頑張ればそれなりに何とかなる問題なの
か。その辺について大庫さんの現場の知見を
伺いたいというのが最初の質問である。
　資料 8頁をご覧いただきたい。二つ目の質
問は札幌市の件だが、私は以前札幌市に住ん
でいたことがあり、Inbound 型産業について
福岡市と比べると、こんなにも生産性が低い
ことにびっくりした。一方で、私が住んでい
るときに、 5～ 6年前に定山渓という札幌市
周辺の郊外の観光地に行って確かにがっかり
した覚えがあったという記憶とともに、大庫
さんの話を伺っていた。何にがっかりしたか
というと、定山渓はすごくきれいで風光明媚
であるが、バブルのときにつくった施設かは
分からないが、廃ホテルや廃虚がポツポツと
あり、そういうものを見てしまうと観光気分
がすごく萎え、財布のひもも固くなったとい
う経験があった。
　こういう問題について信託にフォーカスを
当てて感想を述べると、観光資源があり、観
光資源の維持管理が必要になるが、どうして
も廃虚化したホテルの施設所有者や周りの観
光事業者など、ステークホルダーがたくさん
いるがために、環境整備から来る果実を分配
しにくい。そうすると投資が進まない。こう
いう問題があって定山渓などでもなかなか再
開発が進まないのかと思っていたのだが、理
論的には、こういう多数のステークホルダー
がいる問題は、信託が力を発揮する問題であ
る。
　大庫さんが現場で地方創生に関わる中で、
信託に限らず、金融機関がどのように力を発
揮すればよいのかという点について意見があ
れば伺いたい。

（回答）大庫直樹氏
　すばらしいご指摘を感謝する。まず、答え
やすいのは、金融機関がどういう役割を果た
すべきなのかということである。
　私の北洋銀行との経験を踏まえて申し上げ
ると、税務データを使って分析をしているの
で、当然、自治体の方々を巻き込んで分析を
している。ただ、自治体の方々は、その地域
の中で製造業が強い、小売業が強いなどの分
析結果が出たとしても、それがどうしてなの
かというところになかなか結び付いていかな
かった。
　製造業の競争力が高い市であれば、「その
市の企業にはこういう企業があるので、こう
いう企業を中心にさらに強化してあげるべ
き」、「こういう企業を支援してあげれば、さ
らに地域経済が増えるのではないか」という
ように、企業の固有名詞付きのいろいろなア
イデアを作ってくれたのは、実は銀行の方々
であった。
　企業を支援することになると、当然ファイ
ナンスの面もそうだが、今だとビジネスマッ
チングのようなことをどのようにやっていく
のかという観点で支援することも非常に多い
と思う。そういうことで銀行の持っている従
来型のサービスをうまく活用し、広げていく
ことになった。
　それから、先ほどの定山渓の話だが、定山
渓そのものを分析対象にしたことがないので
明確なことは何とも申し上げることができな
い。ただ、鬼怒川温泉のようなケースにおい
ては、銀行がいろいろな形で主導して、多過
ぎる客室数をどう適正化していくのか、適正
化した後の経営者としてどういう方にしても
らったら良いのかという形で、ある種M&A
のお手伝いをされている。さらには、新しい
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経営者が来たときには、それぞれのホテル・
旅館の特徴、特性をどう出したら良いのかと
いうことで、銀行の方々がサポートしながら
見事に再生していった地域がある。同じよう
なことが定山渓のケースでも、銀行の力を借
りてできるのではないかと思う。
　もう一つ、銀行の役割ということで申し上
げると、広域での連携をうまくコーディネー
トすることができるというところがすごく大
きいと思う。残念ながら自治体個々について
は、それぞれの事情から、それぞれ同士では
連携がうまくいかないことがあるので、そう
いうところを補完してくれる役割として銀行
があると思う。

　その上で最初の質問に戻り、Inbound 型
や Outbound 型に労働を分配していくこと
について、私の意見ということで申し上げ
ると、小売業やさまざまなサービス業のよ
うな Local 型産業よりも、製造業のような
Outbound 型のほうが基本的に報酬水準は高
いということになる。
　それから、Inbound 型である宿泊業は低い
が、ビジネスモデルを変えることができれば、
多くの方々から見て魅力のある働き場所にな
るのではないだろうか。そういう形で、経済
的なところで引っ張っていくこともあり得る
と私は思っている。
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経済的な視点での地方創生の進め方
― ILO産業分析について ―

ルートエフ株式会社

大庫直樹

2021年11月27日

1

構成

Ⅰ. ILO産業分析の基本的な考え方

Ⅱ. 北海道

Ⅲ．札幌市

Ⅳ ．地方都市～滝川市

Ⅴ．地方創生のプロデュース例

2
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Ⅰ. ILO産業分析の基本的な考え方

3

地方版総合戦略の目的
地方版総合戦略の目的が域内の付加価値の向上とすると、域内の従業者数と
従業者あたりの付加価値の2変数を増大させる戦略を創出することが求められて
いる

域内の
付加価値

産業ごとの域内
従業者数

産業ごとの従業者
あたりの域内付加価値＝Σ ×

産業ごとに計
算して積算

4



信託経済コンファレンス　経済的な視点での地方創生の進め方 ―　　―19信託289号 2022.2

付加価値を見る視点
付加価値の増大について、顧客数の増減に影響されるため、Local型産業と、
Inbound型、Outbound型産業で地元の人口減少による影響度合いは異なるはず

付加価値 売上 外部に支払う費用＝ －

顧客数 × 顧客あたりの消費額

Inbound型‥‥

自治体の外から来訪して消費
する顧客を相手とする産業
Local型‥‥

自治体内に居住して消費する
顧客を相手とする産業
Outbound型産業‥‥

自治体外に居住して消費する
顧客を相手とする産業

顧客あたりの消費金額が不
変であるとすれば、顧客数
で売上規模および市場規模
を代替することもできる

市場規模 × シェア

5

Inbound Market
（外地から需要を呼び込む）

Local Market
（地産地消）

Outbound Market
（外地市場を狙う）

製造

農林水産

鉱業

食品卸

その他卸

地域交通運輸

広域交通運輸

無店舗小売り金融保険

不動産

飲食娯楽

宿泊

建設工事

電気ガス水道

小売・その他サービス

自治
体内

医療福祉介護

情報通信

顧客所在による産業区分
実際に各産業をInbound型、Local型、Outbound型に3分類してみると次のように
なる

I-3

L-2

L-3

O-2

O-3

O-1

6
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1981 1986 1991 1996 2001 2006 2009 2012 2014 2016

ILO別従業者数の推移～全国（万人;1981～2016）
人口減少の影響を受けにくいInbound型、Outbound型産業は90年代から従業者数が
減少の一途を辿るが、人口減少と連動するLocal型は2010年代まで増加傾向にあった

資料; 事業所統計、経済センサス
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ILO別従業者あたり付加価値～全国
（百万円;2005～2015）
どの年も、Outbound型、Local型、Inbound型の順番に従業者あたりの付加価値が高い
‥‥経済成長には、この順番で従業者数を増やすことが大事

資料; 産業連関表、法人企業統計
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ILO別・業種別従業者あたり付加価値～全国
（百万円; 2015）
業種別に細目に分けてみても、一部の例外を除き、Outbound型、Local型、Inboud型
の順に生産性は高い

資料; 産業連関表、法人企業統計
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17.38

1.57

10.42
11.25

11.61
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4.974.97

Local型産業の従業者数と人口との関係（人）

* 2010年国勢調査の総人口と昼間人口の比率から推定
資料：RESAS、経済センサス、住民基本台帳による人口調査、国勢調査

Local型産業の従業者数は総人口よりも昼間人口との相関が強く、大都市ほど逓
増する傾向があるが、概ね昼間人口の34~35%程度の雇用を生むとみられる‥‥
逆に人口が減少すれば雇用も減少する

y = 3E-08x2 + 0.348x - 5640.6
R² = 0.984
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Outbound型、Inbound型産業の従業者増の効果

資料：RESAS、経済センサス、住民基本台帳による人口調査、国勢調査

Outbound型、Inbound型で従業者数を増やすことができると、レバレッジ効果に
よって、その5倍程度の人口増が期待できる

100人従業者数増

人口増 200人

60人

120人

36人

72人

22人

44人

人口増加分の約3割の
Local型従業者を生む

Outbound型、Inbound
型産業強化の戦略の
結果として‥‥

‥‥

‥‥

250人

500人

累計

累計

従業者：人口≈1:2

Local型産業の従業者

11

経済水準と社会移動の関係（2012）
東京、大阪という大都市が隣接する横浜市、京都市、神戸市を除くと、経済水準に応
じて社会移動が相関している

y = 165.03x2 - 4653.3x + 38507
R² = 0.9294
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京都市

資料: 総務省、RDBC-Voice
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産業区分別の成長可能性

Inbound Market
（外地から需要を呼び込む）

Local Market
（地産地消）

Outbound Market
（外地市場を狙う）

食料・飲料等製造

農林水産

その他製造

鉱業

食品卸

その他卸

地域交通運輸

広域交通運輸

無店舗小売り金融保険

不動産

飲食娯楽

宿泊

建設工事

電気ガス水道

小売・その他サービス

❶垂直統合の可能性

❺Local型産業の
Inbound化（ミシュラ
ン戦略）

産業それぞれに成長の可能性があるが、Local需要に依存しない方向に進むこと
では共通している。その意味でOutbound型、Inbound型の産業により大きなチャ
ンスがあるように見える

❸外地企業の
工場などの誘致
（Inbound
Operation) ❷Outbound型

産業の広域展
開
（Outbound
Operation)

自治
体内

医療福祉介護

情報通信

❹外需呼び込
み

❻Local型産業
のOutbound化

❼価格の切り上げ

13

地方版総合戦略の基本軸
地方版総合戦略は、Outbound型、Inbound型産業の強化を優先的に推進する8
つの基本軸を展開すべきである

基本軸１
Outbound型産業の育成政策に経営資源を優先的に投入する‥‥Outbound型産業
の従業者者あたりの付加価値はもっとも高く、域内の付加価値をあげるのに好都合

基本軸２
Outbound型産業の中でも強みのある業種をてこに上流、下流に事業領域を伸ばし、
垂直統合によって付加価値の極大化を図る

基本軸３ Outbound型産業の中で強みのある業種で域外にも広域展開し、本社部門を要する
ことで就業機会と付加価値の増大を図る

基本軸４

Local型産業の中で競争力の高くOutbound化、Inbound化できるような産業があるの
なら、それを支援する政策を推進する

基本軸5 その他のLocal型産業についての従業者数は域内人口の動向に任せる
‥‥Outbound型、Inbound型産業の従業者数の増分がレバレッジ効果で増分の5倍
の人口をもたらすことになる（5倍の法則・後述）

基本軸６

地元に付加価値創出の原動力になるような企業が存在しないなら、企業誘致を検討
する‥‥最後の手段としての位置づけ

Inbound型産業については人口減少の影響を直接受けないため期待されるが、事業
モデルの刷新を図ることを前提に重点領域とすべき‥‥Inbound型の従業者あたり
の付加価値は低く不安定

基本軸８

Local型産業が強い地域では、人口が減少していても価格の切り上げによって付加価
値をあげることも可能‥‥価格切り上げが受け入れるためのマーケティングが前提

基本軸７

14
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Ⅱ. 北海道

15

北海道の総生産額推移（2006～2016）

資料：県民経済計算

北海道の総生産額は19兆円程度で2012年をボトムに回復基調にある。これは、全
国の動向と大きな乖離はない
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地域別の付加価値額ILO分布比較（％；2011）

資料：産業連関表

北海道経済は地元の人口減少の影響を受けるLocal型産業の比重が高く、影響を
受けないOutbound型産業の比重が低い

Outbound型

Local型

Inbound型
0.7 0.5

67.1 62.7

32.2 36.8

北海道 全国

17

北海道のILO別従業者*推移（万人；1994～2016）

* 民営のみ
資料：経済センサス、事業所統計

北海道の従業者はInbound型、Outbound型で3割前後も減少した。また、Local型も
全国よりも早く90年代半ばから減少傾向が続いており、深刻な状況にある
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ILO別従業者あたりの付加価値額比較（万円；2011）

資料：全国および北海道の産業連関表

2011年になると、さらにInbound型産業（宿泊業）において北海道と全国平均の乖
離が拡大する傾向にある‥‥よりInbound戦略の見直しの重要性が高まっている

Inbound型産業 Local型産業 Outbound型産業

→

→
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19

施設タイプ別の利用客室数～北海道vs沖縄県
（%;2014）

資料：宿泊旅行統計調査

北海道はビジネスホテルやシティホテルが多く、都市部以外の観光を楽しみたいリ
ゾートホテルが少ないようにみえる

21%

1%

9%
42%

46%
34%

21% 13%

3%
10%

北海道 沖縄県

その他

シティホテル
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リゾートホテル

旅館

100%=1,911万室 100%=1,068万室

20



信託経済コンファレンス　経済的な視点での地方創生の進め方 ―　　―27信託289号 2022.2

施設タイプ別の客室稼働率～北海道vs沖縄県
（%;2014）

資料：宿泊旅行統計調査

北海道は沖縄県にくらべビジネスホテルやシティホテルでの稼働率の月別格差が
大きいことに加えて、リゾートホテルの稼働率は年間を通じて大きく劣後している
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Ⅲ. 札幌市
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地域別の経済成長要因比較（年率％;2012～2016）

= X X

資料：県民経済計算

札幌市の経済成長率は北海道よりも低い。福岡市の経済成長が福岡県や九州全体
を牽引しているのと、好対照をなす‥‥北海道の問題は実は札幌市問題
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ILO別付加価値分布～札幌市vs福岡市（％;2011）
札幌市はローカル型産業のウェイトが高く、福岡市はアウトバウンド型産業のウェイト
が高い

資料：札幌市産業連関表、福岡市産業連関表

0.6% 0.7%

65.0%
74.2%

34.4%
25.0%

福岡市 札幌市
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ILO別従業者あたり付加価値～札幌市vs福岡市
（万円;2011）
札幌市は、ローカル型産業において福岡市を上回るが、アウトバウンド型でもインバ
ウンド型産業においても大きく劣後している

資料：札幌市産業連関表、福岡市産業連関表、経済センサス
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札幌市の製造業付加価値の内訳（％;2016）
札幌市の製造業の付加価値の半分近くは食品製造業が占める

資料; 県民経済計算、経済センサス
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食品加工業の政令市比較（2016）
札幌市の食品加工業は、都市規模のわりに従業者数が多く、従業者あたりの付加価
値は低い

資料; 県民経済計算、経済センサス
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札幌市住民の商品購入と小売店販売額
（兆円;2004vs2014）
札幌市民による札幌市内での購入金額は増加しているものの、他市の住民による購
入金額が減少し、市内の小売売上は減少している

* 札幌市民が他市で購入している金額を控除
資料; 北海道経済産業局、住民基本台帳に基づく人口・世帯数調査、家計調査、商業統計
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商業集積地～札幌市vs福岡市
札幌市は中心駅の商業施設は福岡市に比肩するものの、エンターテイメントと一体に
なった複合施設では見劣りする

中心駅

エンターテイメン
トを含む複合施

設

札幌駅‥‥JRタワー（大丸、ホテ
ル、専門店、レストラン、シネマ）

博多駅‥‥JRシティ博多（阪急、

東急ハンズ、レストラン、シネマ、
劇場）

大通り駅周辺‥‥三越、丸井今
井、PARCO
すすきの駅周辺‥‥ラフィラ跡（再
開発中）

西鉄福岡（天神）駅‥‥三越、岩
田屋、大丸、イムズ、コア（再開発
中）など

キャナルシティ博多‥‥ホテル、
専門店街、レストラン、シネマ、劇
場

サッポロファクトリー

ホークスタウン‥‥球場、ホテル、
商業施設

ベイサイドプレイス博多‥‥日帰
り温泉、商業施設

マリノアシティ福岡‥‥九州最大
級のアウトレットモール

中心地の
その他の
繁華街
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Ⅳ. 地方都市～滝川市

30
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付加価値と市町村民税法人分・税割との関係
付加価値額と市町村民税法人分・税割は、一方が増加すれば他方も増加する傾
向にある。そこで、毎年、しかも簡易に計算できるものとして、市町村民税法人
分・税割を、市町村ごとの付加価値の代替指標として活用することにする

付加価値利益 内部費用＝ －
人件費
減価償却費
金融費用 など課税所得

法人税

市町村民税法人分・
税割

課税所得に応じて支払われる
国税

国税である法人税に税率を掛
けて算出
税率は12.3％もしくは14.7％で
あることが大半

31

市町村民税で分析した市町村
道内10市1町で市町村民税を活用したILO産業分析を実施済み。また、さらに拡大中

札幌市

室蘭市

登別市伊達市

網走市

芦別市

岩見沢市

滝川市

赤平市

歌志内市

上砂川町

32
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滝川市の従業者数と法人市民税による生産性
（2014）
滝川市の場合、地域経済戦略として、卸売業と製造業、あるいは小売業を原動力とし
た展開を模索すべきように思われる

資料; 滝川市税務統計、経済センサス
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広域交通 農林

地域経済戦略の原動
力にしたい産業

基本的にはローカル
産業だが、インバウン
ド需要も鑑み、原動力
にしたい

33

滝川市周辺の住む場所と買う場所（%;1991vs2009）
1991年は日常的なものは地元で購入していたが、2009年になると滝川市での購入が
増えた。また高級品は滝川市で購入することが多かったが、札幌市で購入する割合が
増えた

資料; 北海道広域商圏動向調査

生鮮食料
品

滝川
市

砂川
市

歌志
内市

赤平
市

奈井
江町

上砂
川町

新十
津川
町

札幌
市

岩見
沢市

旭川
市

滝川市 88.5 1.4 2.1 0.1 0.1 1 0.2 1
砂川市 15.3 80.8 0.8 0.5 0.1

歌志内市 21.7 40.9 10.5 25.7 0.2

赤平市 26.1 2 66.9 0.2 0.4 0.2

奈井江町 17.5 55.2 0.8 0.3 16.9 1.4 2.2 0.3

上砂川町 14.8 71.5 0.6 12.7

新十津川
町

62 5.2 28.1 0.7 0.1 0.3

高級衣料
滝川
市

砂川
市

歌志
内市

赤平
市

奈井
江町

上砂
川町

新十
津川
町

札幌
市

岩見
沢市

旭川
市

滝川市 61.3 0.1 0.4 19.8 0.8 10.1

砂川市 44.6 24.4 19 2.2 5.3

歌志内市 44.6 13.8 1.9 3 15.7 4.1 8.1

赤平市 68.4 6.8 15.3 2.9 3.4

奈井江町 45.7 1.4 1.6 23.9 14.1 6.8

上砂川町 42.9 31.1 1.1 3.9 17.5
新十津川
町

64.3 2.9 3.6 20.8 0.3 2.8

買物場所 買物場所

最大シェア
10%以上のシェア

生鮮食料
品

滝川
市

砂川
市

歌志
内市

赤平
市

奈井
江町

上砂
川町

新十
津川
町

札幌
市

岩見
沢市

旭川
市

滝川市 95.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 0.3 

砂川市 10.9 82.5 0.0 0.3 0.0 

歌志内市 11.4 24.2 42.4 10.0 4.2 0.2 0.0 

赤平市 16.1 0.0 68.7 8.8 0.0 0.3 

奈井江町 0.0 7.1 0.0 0.0 79.3 0.0 3.5 0.0 

上砂川町 19.4 41.2 0.0 30.0 0.6 4.7 
新十津川
町

30.3 2.2 65.9 0.0 0.0 0.0 

高級衣料
滝川
市

砂川
市

歌志
内市

赤平
市

奈井
江町

上砂
川町

新十
津川
町

札幌
市

岩見
沢市

旭川
市

滝川市 71.8 0 0 15.1 0.8 7.2

砂川市 40 22.7 21.2 0 0

歌志内市 56 6.4 11.3 7.9 0.4 9.1 0 0

赤平市 52 23.9 5.7 0 7

奈井江町 0 10.9 0 9.6 10.6 10.8 0

上砂川町 51.2 18.1 0 5 8.8 1.9
新十津川
町

78 4.6 3.4 7.7 0 0

1991年調査 2009年調査
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滝川近郊にある高校の生徒数（人）

滝川近郊では、滝川市の3校で生徒数の7割強をしめ、また多様なクラスが存在してい
る‥‥圧倒的に教育環境が整い人口を吸収できる

資料; サイト「日本の学校」

704

285
85 84

726

168

1,598

滝川高校
普通科
理数科

滝川西高校
普通科
情報マネジメント科

滝川工業高校
電子機械科
電気科

奈井江商業高校

新津川農業高校砂川高校

192

芦別高校

35

滝川工業高校の進路（人;2019.3）
滝川工業高校は、全体の8割近くが就職するが、滝川市内で就職するものは5名で空
知管内全体の就職者でも就職者全体の4割に過ぎない

資料; 滝川工業高校

卒業生 進学 就職 その他
空知管内

道内 道外

55

13

42

13

21

3

全体の
24％

全体の
77％

5

滝川市
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従業地別の従業者の常住地割合（％;2015）
従業者の10％以上が滝川市に住んでいるのは、砂川市、赤平市、歌志内市、新十津
川町、雨竜町と3市2町に広がっている

滝川市 砂川市 赤平市 歌志内市 芦別市 新十津川町 奈井江町 上砂川町 浦臼町 雨竜町

滝川市 76.7% 18.5% 15.7% 10.0% 2.8% 20.6% 9.6% 7.0% 4.7% 12.6%

砂川市 5.4% 60.1% 2.6% 7.8% 0.5% 4.5% 15.5% 16.2% 3.2% 1.0%

赤平市 2.4% 1.6% 64.4% 7.8% 4.4% 1.0% 0.7% 1.3% 0.3% 0.4%

歌志内市 0.7% 2.2% 3.2% 62.5% 0.6% 0.5% 0.8% 6.7% 0.5% 0.1%

芦別市 0.9% 0.5% 8.2% 3.8% 87.7% 0.1% 0.2% 0.3% 0.2% 0.3%

新十津川町
4.2% 2.6% 0.8% 0.6% 0.3% 67.2% 1.7% 1.1% 3.4% 1.9%

奈井江町 0.6% 3.9% 0.3% 0.9% 0.1% 1.0% 56.2% 3.0% 3.3% 0.1%

上砂川町 0.7% 3.2% 0.5% 3.2% 0.2% 0.4% 1.5% 58.6% 0.4%

浦臼町 0.2% 0.5% 0.1% 0.1% 0.8% 1.3% 77.1%

雨竜町 0.7% 0.1% 0.2% 0.3% 0.6% 0.1% 0.1% 0.6% 72.9%

■ 最も高いシェア
■ 10％以上のシェア

従業地

37

中空知の法人住民税・税割の内訳（％;2016）

資料：各市町税務課

滝川市がローカル型産業からの納税が多い一方、歌志内市や上砂川町はアウト
バウンド型産業に依存している

0 0 0 0.6 0

82.8

57.4

38.4

19 16.4

17.2

42.6

61.6

80.4 83.6

滝川市 芦別市 赤平市 上砂川町 歌志内市

アウトバ
ウンド型

ローカル型

インバウ
ンド型
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中空知の経済戦略案

人口増

税収増

都市機能の
充実化

コンテンツの多様化によ
る都市機能の充実

ショッピング・エンタメ
施設誘致
教育機関・学習塾
医療施設
住まいの支援
子育ての支援 など

滝川市 中空知地区

中空知の高校を卒業する人たちの働き場所の確保
‥‥たとえば、中空知就活セミナーなど

製造業を中心とし
たOutbound型産業

の成長支援

中空知地区のOutbound型企業での雇用機会が、滝川市の都市機能と相まって、中空
知地区全体の経済成長力を引き上げる‥‥広域での整合的な経済成長戦略が重要
な役割を担う

39

Ⅴ. 地方創生のプロデュース例

40
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地域の強みとプロデュース内容
対象となった地域には、有力な企業や個人などがみつかった。その強みを引き出
してプロデュースすることで、地方創生を進めていくことになると思われる

札幌市

中空知

サザン北海道

岩見沢市

網走市

地域の強み（有力な企業、個人など）

200万人近い人口、継続する人口流入
国内外からのインバウンド需要
グルメの街としての評判

滝川市‥‥小売業の集積

その他の市町村‥‥北日本精機、明円工
業、マイクログラスなどに代表される個性
的な企業

登別市‥‥温泉
室蘭市‥‥映画ロケ地
伊達市‥‥多品種少量栽培の農家

スマート農業
ワインづくり、ブルース・ガットラヴ氏

製造業並みの生産性の農業（小麦など）
高品質な農作物（小豆、長芋など）

プロデュース

産学官による、外国人向けお土産もの開発

エンタメなショッピングセンター、マルチコア化
（提案のみ）

サッポロ・フレンチ、イタリアンのブランド化によ
るリピータ象（提案のみ）

広域での経済成長のための連携支援
「NAKASORAにこよう！プロジェクト」‥‥高校生
向けの地元就職支援

伊達市道の駅によるインバウンド集客

東京の大学生によるサマーインターンを通じた改
善提案

連泊促進のための観光資源開発・連携強化‥‥
映画ロケ地観光、道の駅等の活用（提案のみ）

産官学共同でのスマート農業の実証実験

スカイバレー構想（ワイン・ツーリズム）‥‥レスト
ラン、宿泊施設構築などの支援（提案のみ）

東京農大と連携した高機能食品の開発
製粉工場誘致、販路開拓（海外、食品メーカ）支援

41
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経済的な視点での地方創生の進め方
～ILO産業分析について～

コメント
戸村 肇

早稲田大学政治経済学術院教授
2021年11月27日

1

ILO産業分析の有用性
顧客所在による産業区分（Inbound; Local; Outbound）で各地
域の特性を洗い出す。
そうすると、各地域で育成（改善）すべき産業がわかる。

北海道・札幌市におけるInbound型産業の低生産性。
二つの中核市（滝川市・砂川市）と周辺自治体で構成される中空知地
区での産業育成戦略。

2
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二つの質問
1. 高齢化による人口縮小地域で、Outbound・Inbound型産業に

労働力を分配するためにはどうすればよいか。

2. 地方創生において、金融機関はどのような役割を果たせるの
か。

3

平成26年 （出所：「滝川市の統計」） 事業所数 従業員数（人）
滝川市 総数 2033 17631
農業 16 140
林業 4 31
鉱業・採石業・砂利採取業 2 8
建設業 205 1785
製造業 67 669
電気・ガス・熱供給・水道業 5 97
情報通信業 10 78
運輸業、郵便業 51 878
卸売業、小売業 482 3887
金融業、保険業 42 469
不動産業、物品賃貸業 118 392
学術研究、専門・技術サービス業 62 393
宿泊業、飲食サービス業 342 1757
生活関連サービス業、娯楽業 216 819
教育、学習支援業 71 811
医療、福祉 169 2927
複合サービス事業 12 298
サービス業（他に分類されないもの） 137 1054
公務（他に分類されるものを除く） 26 1169

滝川市では、outbound型の雇用は少なく、inbound・local型の雇用が多い。

4



信託経済コンファレンス　経済的な視点での地方創生の進め方―　　―40 信託289号 2022.2

平成27年 （出所：国勢調査） 就業者数（人）
中空知地区 総数 47778
農業 4466
林業 139
鉱業・採石業・砂利採取業 191
建設業 4674
製造業 5225
電気・ガス・熱供給・水道業 385
情報通信業 139
運輸業、郵便業 2021
卸売業、小売業 6598
金融業、保険業 714
不動産業、物品賃貸業 448
学術研究、専門・技術サービス業 665
宿泊業、飲食サービス業 2383
生活関連サービス業、娯楽業 2201
教育、学習支援業 1698
医療、福祉 7870
複合サービス事業 805
サービス業（他に分類されないもの） 3156
公務（他に分類されるものを除く） 2913

中空知地区全体でも、建設業・サービス業が多い。

5

観光客は日帰客中心で、宿泊客が少ない。

出所：「中空知定住自立圏 共生ビジョン」 6
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人口縮小地域の労働力問題
• ILO産業分析：中空知地区全体として、製造業（Outbound型産業）
の育成に今後の可能性あり。（加えて、Inbound型産業と関連する
形での小売業の育成ができるとよい。）

• 一方、高い高齢化率により、地域内の高齢者向け公的なキャッシュ
フローが存在（社会保障費、インフラ維持の公共工事など）。
⇒ 居住者を支えること自体が地域の主産業になってしまうおそれ。
⇒ Local型産業（建設、医療・福祉、卸・小売、サービス、公

務）が地域の労働力を吸収し続ける可能性。

• 高齢化による人口縮小地域で、Outbound型・Inbound型産業に労働
力を分配するにはどうすればよいか。

7

地方創生における金融機関の役割
• ILO産業分析：札幌市のInbound型産業の低生産性。

• 札幌市南部の観光地、定山渓温泉の例
• 老朽化施設の放置、空き店舗・ホテルの廃墟化。

• 2015年3月、札幌市による「定山渓観光魅力アップ構想」の策定。
• 2021年6月、市の再生計画が、国の既存観光拠点再生・高付加価値化推進事業に採択。

• 多数のステークホルダー（施設所有者、周辺事業者、自治体）が存在。
⇒ 地域の環境整備が生む観光収入の増加分を分配しにくい。
⇒ 必要な投資が速やかに行われない。
⇒ 理論的には、信託が力を発揮できる課題。

• 地方創生において、金融機関はどのような役割を果たせるのか。
8


